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論文
賦課方式の退職年金とその財源調達法
ー一人口の高齢化と消費税の導入――-
? ?
達 雄
賃金税（社会保険料）と消費税からの税収を退職世代への年金給付にあてる賦
課方式の退識年金制度を組込んだライフ・サイクル成長モデルを構成する。一
定の人口成長率と労働増大的な技術進歩率に対応した一般均衡定常状態で，消
費税を年金財源の一部とすることがもたらす効果がケース・スタディーとして
のシミュレーションによって検討される。またいわゆる高齢化の進行がその効
果とどう関わるかも検討される。ライフ・サイクル成長モデルで社会保障の問
題を論じた研究は数多いが，その多くは主体的均衡だけに注目していたり，分
析視点が貯蓄率とか退職時期への影響といった特定の問題に限定されたものと
なっている。一般均衡における公的年金と高齢化の問題を広く考察した代表例
としては， Seidman(1983)をあげることができよう。 そこでは，賃金税だけ
の純粋形ともいえる退職年金モデルで， 世代間の所得分配， 資本ー労働比率な
どへの影響がやはりシミュレーションによって調べられている。それとの比較
で言えば，労働供給を個人の選択変数に加えたこと，年金給付を比例年金と基
礎年金の 2本建てとしたこと，消費税も年金財源に含めていることがここでの
考察の特徴と言えよう。しかし既存の研究の際限ない一般化に本稿の主眼があ
るのではなく，かなり様式化された単純なモデルの中で，高齢化と年金財源調
達法の問題をていねいに検討していくことにその意図がある。
ライフ・サイクル成長モデルにおける定常状態の特性（あるいは美しさ）は，同
期で各世代の変数を見たクロス・セクションと，同世代で各期の変数を見たタ
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イム・シリーズが共に定常的となるばかりでなく，お互の姿の間に一定の関係
が成立する点にある。ここで構成されたモデルでは両者の関係が明瞭に現れ，
それは時期，世代，年齢を区別した記述の採用に負っている。この結果，個人
のライフ・サイクル計画と年金制度の関わりについて言及することも容易とな
っている。
もう一つの代表的な研究としては本間他(1987)があげられよう。そこでは多
数のバラメータを含むかなり複雑なモデルが構成され，バラメータの現実性に
も注意が払われている。その姿勢からすれば，現実に近いモデルを構成するこ
とで導出された数値の説得性を増そうとする，言い換えれば最終的に導出され
る数値それ自体が目標とされるようなシミュレーションと言えよう。それに対
して現実を単純化したモデルの中で，取込まれた相互依存関係自体のあり方を
浮び上がらせるようなタイプのシミュレーションもあり，先にケース・スタデ
ィーとしてのシミュレーションと呼んだのはこの意味においてである。理論研
究一般がそうであるように，両者は相互補完的な役割を担っている。
1. 個人のライフ・サイクル計画
労働期と退職期の個人行動に注目するように個人の生涯を労働年齢で測り，
最初の労働期間が年齢 1歳の期間であるとしよう。 0歳で生まれ， 1歳から R
歳までを労働期， R+l歳から D歳までを退職期（労働供給がゼロの期間）としよ
う。 1歳から死亡時の D歳までの D期間が経済行動を行う個人の生涯とな
る。どの世代に属する個人も同じ長さの労働期と退職期をもち，生まれた時期
の相違を除けば全く同じ行動様式をもつと仮定する。このとき個人行動の記述
で暦の上の時期は問題にならない。したがって年齢だけを区別して時期の指定
を省略してもよいのだが，後の便宜上これも明記して個人のライフ・サイクル
計画を計述していこう。そのさい一般的に t期に a歳の個人 (t-a期に0歳の
t-a世代）が i歳のときの消費・労働供給計画がどのようなものか調べること
にする。 t期に a歳の人の i歳時の消費を C;(t-a+i)と書く。添え字が年
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齢を表し，次の括弧内に暦の上の時期を書くのである。またその期の余暇時間
を比(t-a+i)と書こう。各期間の長さを 1年としているから，この個人の i
歳時の労働供給は同様に L;(t-a+i)=l-H;(t-a+z) と書かれる。利子率は
rの水準で一定とし， i歳時の賃金率を w(t-a+i)とする。同期には誰もが
同じ賃金率を受取ると仮定するので賃金率を示すのに年齢は問題でない。さら
に相続資産も遺産もないと仮定する。比例税だけを考えて賃金税，消費税の比
例税率をそれぞれ t,.,tcで示そう。表記をいくらか簡略にするため
x,.=1-t,.; 必=1-tc
としよう。
一定の効用割引率 P, 消費と余暇の間の効用ウエイト aを仮定して， t-a
世代の生涯効用 Ua(t)を次のように定義しよう。
Ua(t)=~ D lnC;(t-a+i) R alnH;(t-a+i) +~ i=l (1 +p)i i=l (1 +p)i 
各期に誰もが同じ賃金率に直面し利子率が一定の場合，予算制約式は次のよう
に書かれる。
-a+i)/Xc R石w(t-a+i)H;(t-a+i) D C;(t ~ i=1 (l+ri +~,.'--、; =la(t) i=l 
この右辺は t-a世代の生涯資産を意味し，それは退職期の年金受給額を
B;(t-a+i)としたとき
(1) I.、(t)=区R XwW (t-a+i) D B;(t-a+i) 
,=1 (l+ri ＋エi=R+1 (l+ri 
と表される。 賃金率が0歳時に観察された所与の賃金率 w(t-a)から一定率
gで上昇するという予想と年金資産（右辺第2項）の予想値で定まる予算制約下
の効用最大化問題で， そのラグランジュ乗数を Aa(t)とすれば次の選択条件
が得られる。
(2) C,(t-a+i)/ゎ＝
1 l+r ; 詞に） i=l, …, D 
(3) H; (t-a+i) =虚 x,.w(t-a+i)(畠）; i=l,・・・,R 
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1 D 11 R li 
(4) 詞ゴ(t)/[芦に）喉に）］
これらより，各年齢時での消費と余暇がいずれも生涯資産と比例的に決められ
ることがわかる。また後に想定する定常状態でそうであるように，もしも生涯
資産と賃金率が同じ対前期比増加率 gで増大するならば， そのとき同一年齢
者はその生年に関係なく同じ余暇時間をもつことになる。しかし消費の方は，
t+l期に a歳の人の消費は t期に 0歳の人の消費の (l+g)倍となる。同
一個人でみれば消費の対前期比が (1+r)/(1 +P)となるのに対し，余暇の対
前期比は (1+r)/[(1 +g) (1 +p)]となる。 (1)と(2)で i=aとすれば t期にお
いて a歳の人の消費 Ca(t)および余暇比(t)が得られる。
t-a世代の人口を Na(t)とすれば個人の計画から総消費（税引）， 総労働供
給がそれぞれ次のように定義できる。
D 
C(t)=エNa(t)C.、(t)
O=l 
R 
L(t) =:E N . (t)L .(t) 
O=l 
2. 税収と年金
年金給付のうちの一つはここで「基礎年金」と呼ぶものであり，これは各期
のどの退職者にも同額で支給される年金である。 t-a世代の個人が i歳 (i=
R+l, …，D)に受給する基礎年金 B1;(t-a+i)は， t-a+i期にその時の退職
者全員に支払われる額である。このように基礎年金は退職者の年齢に依存しな
いから
(5) Bり(t-a+i)=B1(t-a+i) i=R+l, …, D 
と書くことにする。次節で示されるように定常状態では賃金率が定率 gで上
昇することになる。基礎年金はその上昇率 gに見合ってスライドされると仮
定しよう。このとき t-a世代の個人が i歳時に得る基礎年金は
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か(t-a+i)=訳0)(1 + g)'-a+; a =0, …，D; i=R+l, …，D 
となる。ここで J3l(O)は0期に退職している者が受取る基礎年金を表す。 こ
れより基礎年金は，一人の退職者について受給期間を通してみた場合この比率
gで増加していくことになる。 同じ t期で世代を異にする退職者が受給する
基礎年金は i=aとして
B1a(t) =B1(t) a=R+1, …，D 
となる。
もう一つの年金は労働期の年平均労働所得のある一定割合 (bで示す）を支給
するもので， ここでは「比例年金」と呼んでおこう。 t-a世代の個人が労働
期全体で得る労働所得を W、(t)で表そう。
R 
Wん）＝辺v(t-a+J)ら(t-a+j)
J=l 
t-a世代の個人が i歳時に得る比例年金は
(6) Bり(t-a+、）=(b/R) Wa(t) i=R+l, …，D 
となる。比例年金が当然ながら受給者の受給期間 (i)を通して一定水準のまま
であることがこの式に示されている。同じ t期に生存する世代を異にする退
職者が受取る比例年金は(6)で i=aとし
B2a(t) =(b/R) Wa(t) a=R+l, …，D 
となる。この式では比例年金額が当期の受給者の年齢 (a)によって異なるこ
とが表現されている。
基礎年金と比例年金を合計した t期の年金総額 B(t)は
D 
B(t) = :E Na (t) [B1 (t) + B2 a (t)] 
a=R+l 
D b D 
=B1(t)エNa(t)+ー エ品(t)W.、(t)
a=R+l R a=R+l 
となる。この年金総額は，賃金税収 T,.(t)および消費税収 T,(t)で賄われる。
年金財政の収支均衡条件は
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(7) Tw(t) + Tc(t) =tww(t)L(t) +[tc/(1-t』[C(t)
=B(t) 
である。
3. 定常状態
各個人は，賃金率の対前期上昇率が労働増大的な技術進歩率 gに等しく，
これに応じて年金の資産価値を含む生涯資産も同率で増加すると予想してライ
フ・サイクル計画を立てると仮定する。
(8) w(t-a+i)=w(i)(l+g)'-0 
(9) Ia(t) = Io(O) (1 + g)'—a 
ここで w(i)は0世代が i歳時に得る i期の賃金率を表し， I。(0)は0世代
の生涯資産を表す。各期に 0歳で生まれ次期からの労働市場に参入していく人
口の増加率が定数 nであると仮定する。このとき t期に a歳となる t-a世
代の人口は 0期に 0歳である 0世代の人口と
UOl Na(t)疇 (0)(1+n)日
の関係をもつ。 (3),(4l, (9), UOlより各世代の労働供給年齢プロファイルが同一
となるから，総労働供給 L(t) の増加率はこの人口成長率 n と等し•くなる。
L(t) = L(O) (1 +n)' 
効率単位の労働 E(t)を測る基準年を 0期とすれば，効率労働と L(t)の間に
は E(O)~L(O) となるような
E(t) = (1 + g)'L(t) 
=[(1 +g)(l +n)]'L(O) 
の関係がみられる1)。 また効率労働の対前期比は (1+g)(l +n)だからその増
加率は (1+g)(l +n)-l=n+g+ngとなる。資本ストック K(t), 効率労働
量およびそのときの生産量 Q(t)の関係が， 一次同次のコプーダグラス型生産
関数 Q(t)=K(t)0L(t)Hで表現されると仮定すれば，それを
Q(t)/E(t) =[K(t)/E(t)]0 O<v<l 
J.56 
賦課方式の退職年金とその財源調達法（吉田） 823 
と書くことができる。生産要素に対して限界生産力に等しい要素報酬率で支払
いがなされるものとすれば，•資本も効率労働も共に n+g+ng で増加して Kl
Eが一定になる定常状態では
皿 r=v(K/E)•-1
U2l w、=(1-v) (Kl E)" 
となる。ここで W、は効率労働当りの賃金率を表す。他方 L(t)の限界生産力
に等しい賃金率 w(t)は
U3) w(t) =w,(1 +g)t 
となる。すなわち w(O)=w、， またこの式は各個人の予想通り(8)が実現するこ
とを意味している。 UりとU2lから
閥
K K V ＝＝ wL w、E (1-v)r 
資支減耗を考えない定常状態で政府の年金財政収支が均衡するならば， 貯蓄ー
資本比率が n+g+ngとなることから
(n+g+ng)K=x,.wL+rK+B-C/ゎ
=wL+rK+ {B-t,.wL-(t./ふ）C}-C 
=wL+rK+(B-T)-C 
=wL+rK-C 
が成立つ。かくして定常状態で一定となる利子率は皿と上式を用いて・
U5l r= [v/(1-v)](n+g+ng) 1 +vi (1-'-v)-(C/wL) 
を満たすものとして決定される。 これより経済全体の賃金所得 wLの増加率
n+g+ngで総消費 Cも増加して， 定常状態において C/wLが一定となるこ
とが意味される。
上のような定常状態が成立するためには，個人のライフ・サイクル計画が予
想していた賃金率の上昇率 gが実現することに加えて，前提された関係(9)の
成立も必要としている。そこでこの点を次に確かめよう。そのために t-a世
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代の生涯資産(1)と0世代の生涯資産(1)で t=a=O)とを比較してみる。基礎
年金は賃金率の上昇率 gに見合ってスライドされると仮定したから t-a世
代の個人が i歳時に得る基礎年金は
臥t-a+i)=B1(i)(l +g)l-a a=O, …，D; i=R+l, …,D 
となる。ここで J31(i)は0世代の退職者が受取る基礎年金を表す。 (9)および
個人の労働供給プロファイルが一定となる（それゆえ L1(t-a+i)=L;(i))ことか
ら，生涯賃金所得について
R R 
U6)~W;(t-a+i)L,.(t-a+i) =(1 +g)t-a区W;(i)L,(i)
i=l. i=l 
となっている。 したがってそれと比例的な比例年金 B2;(t-a+i)の世代間増
加率も gとなる。つまり
Bり(t-a+z)=Bり (i)(l+g)'—a
ここで仔;(i)は0世代が受取る比例年金を表す。それゆえ 0世代の個人がi歳
時に受ける年金総額 B;(i)=B1(i) +Bり(i)によって t-a世代の年金総額は
(1り B;(t-a+z)=B,(z)(l +g)t-a a=O, …，D; i=R+l, ・・・,D 
と表される。賃金率と年金が共に gで増加すれば， 一定の利子率の下で当初
の想定のように生涯資産もその定義から世代の推移と共に同率 gで増加する
ことになる。すなわち(9)が成立つ。こうして一定の利子率のもとで KIEが期
間を通して一定となる定常状態がこのモデルに定義された。
注1)0期の意味は効率労働を測るさいに0期の技術水準を基準とする点にある。暦の
初めといった意味ではない。 tく0のときにもこの式 E(t)= (l+g)'L(t) が使え，右辺
は0期の技術水準で測った 0期以前の効率労働量を示す。
4. 人口の高齢化と財源調達法
退職年金の純粋形を得るために差し当たり消費税が年金財源として使われな
い状況を想定してみよう。このとき，各期の労働世代が賃金税（社会保険料）で
納税した金額がその期の退職世代に年金として給付される。すなわちこの典型
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的な賦課方式の退職年金は， (i)労働世代と退職世代の間で所得を再分配す
ることになる。また個人のライフ・サイクルからみれば，退職世代は自らが労
働期に行った負担を年金受給の形で退職期にその時の労働世代から取戻すこと
になる。すなわちこの公的年金は (ii)退職期の消費を賄うために労働期にな
される私的貯蓄の代用として作用する。しかしいったん年金財源に消費税が含
められれば，退職世代もまた消費税を納めるようになるため，このような二つ
の性質が乱されてしまうことになる。具体的にどんな効果が生じるのか，その
効果は人口の高齢化現象によってどう変るのか，こうした点についてのシミュ
レーション結果が後に示される。
まず高齢化現象についてみてみよう。通常の場合， 高齢化はある年齢（たと
えば65歳）を境として老齢人口を定義し， 全人口に占めるその比率が次第に上
昇することで記述される。ここでは誰もが同じく R+l歳で退職すると仮定し
ているから， R+l歳を境とした労働人ロー退職人口比率の低下によっていわ
ゆる高齢化とみなすことにしよう。人口成長率が一定値 nのとき労働人ロー
退職人口比率Pは
R D 
P=[エ Na(t)]![~ 品(t)]
a=l a=R+l 
R ＝［且（土）］論（土）i] 
となる。 Pは n,R, Dに依存しているが期間 tとは無関係となる＇。次の 3
つのグラフは n=O.01, R=40, D=55の場合を基礎にその依存関係をグラフ
化したものである。ただし労働年齢を採用しているためその 0歳が実年齢で
20歳ならばこれらは60歳で退職し， 75歳で死亡することを意味している。他の
事情が変らないとき， nの低下， Rの低下， Dの上昇がどれだけ Pを低下さ
せるのかがこれらのグラフから読取れる。
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ある期についてその期の労働所得のどんな割合が結果的に年金給付に向けら
れるかを示す比率は，消費税がなければ単純明快に比例賃金税率 t. となる。
消費税の導入によってその比率がどう変るかをみるために， (7)の両辺をwLで
割れば
t . +[t./(1-t.)](C/wL) =B/wL 
となる。長期均衡としての定常状態では，消費と労働所得の比率も年金と労働
所得の比率も一定となる。したがって労働所得と年金の関係でとらえた世代間
の所得比は 2種の税率水準と定常状態で成立する消費ー労働所得比率に依存し
ている。年金財源に対する労働世代の寄与率の指標として，労働世代の納税額
がそのときの年金給付額に占める比率をみてみよう。労働世代が納める消費税
額 T.7(t)は
R 
T.Y(t) =(t./x.)~Na(t)Ca(t) 
a=l 
となり，これに T,.(t)を加えたものの比率 (T,.+T.')/Bがそれである。ま
た労働世代の負担の指標としては，その納税額が労働所得に占める比率 (T,.+
T.')/wLが考えられる。初めに述べた年金ー労働所得比は，これら二つの要因
に分解できる。なぜならば
B/wL=[(Tw+ Tl)/wL]/[Tw+ Tc')/B] 
だからである。税率変更を含めた年金制度の変更がこれらに及ぽす影響は高齢
化とからめて後に計算される。
課税ベースの面から負担のあり方をみたとき，人口の高齢化とそれはどう関
わるのだろうか。一人当りの平均年金額を B(t)=B(t)厄::Na(t),平均労働所
得を W(t)=w(t)L(t)厄立も(t), 平均消費支出を C(t)=C(t)~Na(t) で表
そう。 (7)より
pt,. WCt) +Cl +p)[t.1c1.:...t.)JCCt) =BCt) 
を得る。この式は平均年金額の負担が平均労働所得と平均消費支出にどのよう
に分れるかを示している。高齢化すなわち Pの低下は平均消費の負担率 (1+
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p)[t./(1-t.)]を平均労働所得の負担 pt. よりも相対的に高めることになる。
消費税が年金財源の一部としていったん導入されれば，たとえその税率を一定
に据え置いたにしても，高齢化が進めばそれだけで平均課税ベースとしての消
費が年金を賄う度合いが—層強まるのである。定常状態では上式より
B/W=Pt叶 (l+p)[ゎ/Cl-t.)JC/W
となる。 この比率 B/Wは， 年金の議論でしばしば給付水準の妥当性を判断
する指標としてとりあげられ，年金給付が現役労働者の平均所得のどれほどに
あたるかを教えるものである。税率や他のパラメータの変化によってそれがど
んな大きさになるかも計算される。，
さらに調べられるものは， 定常状態で一定となる基礎年金ー賃金率比率であ
る。年金財政の均衡条件と補説の計算からわかるように所与の bに対して内
生的に秒/wが決められる。年金制度が比例年金と基礎年金の二本建てにな
っているとき，そのあり方が財源調達法とどう関係するのかは興味あることで
ある。
下の表では，基準ケースから変えられたものだけが左端に記されている。た
とえばケース⑬の場合， t.=oが tc=O. 2, tw =0.1が tw=Oとされ，それ以
外のパラメータは不変であることを意味する。
人口成長率 nの低下による労働人ロー退職人口比率の低下は， 利子率と貯
蓄率を低下させ，基礎年金・賃金率比率西/wの低下を招く（①，②）。死亡年
齢 D の上昇による労働人ロー退職人口比率の低下は， 同じく B1/wを減少さ
せるが，この場合には利子率が下がっても長くなった退職生活を賄う必要から
貯蓄率は上昇する（⑧)。たとえマクロの所得分配比 B/wLが一定でも， 人口
の高齢化は平均年金•平均労働所得比率 B/W でみた年金給付率の悪化をもた
らす（①,R, ④）。 nの低下とDの上昇が同時に起これば豆/Wの低下はさ
らに大きくなる。逆に労働人ロー退識人口比率を高める退職年齢 Rの上昇は，
利子率上昇にもかかわらず貯蓄率を低下させ，秒/wおよび B/Wを引き上げ
る。技術進歩率gの低下は呑/wを低下させるけれども全体的な年金状況
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n=O. 01, g=O. 02, 
p=O. 01, v=O. 3 
基準ケースのパラメータ値
fw=0.1, tc=O, b=O. 3, R=40, D=55; a=O. 2, 
Tw+Tc" 
wL 
Tw+Tc1 
B 
? ? ?? ? ??ー ? ? ? ?
基準ケー ス 10.00% 100.00彩 10.00彩 35.26% 14.90% 5.05%. 17.95彩
① n=O. 001 
③ n=O 
⑧ R=45 
④ D=60 
⑥ n=O 
D=60 
⑥ g=0.01 
⑦ ,tw=0.2 
⑧ tc=0.1 
⑨ b=0.2 
⑩ b=0.4 
⑪ n=0.001 
fw=0.2 
⑫ t.=O. l 
tw=O 
⑬ t.=0.2 
tw=O 
⑭ t.=0.2 
ゎ=O
n=O 
⑮ ら=0.1
n=O. 001 
⑯ t.=o. 03 
10.00 
10.00 
10.00 
10.00 
10.00 
10.00 
20.00 
20.05 
10.00 
10.00 
20.00 
8.81 
20.57 
19.31 
20.4 
12.43 
100.00 
100.00 
100.00 
100.00 
100.00 
100.00 
100.00 
86.24 
100.00 
100.00 
100.00 
68.09 
69.19 
61. 32 
85.23 
91.10 
10.00 
10.00 
10.00 
10.00 
10.00 
10.00 
20.00 
23.25 
10.00 
10.00 
20.00 
12.95 
29.74 
31.49 
23.93 
13.64 
27.41 
26.67 
59.63 
27.09 
20.00 
35.26 
70.52 
76.07 
35.26 
35.26 
54.82 
45.64 
98.96 
83.97 
59.69 
48.11 
8.19 
7.55 
35.00 
8.64 
2.56 
10.59 
44.36 
49.03 
19.93 
9.87 
31.16 
23. 70 
68.07 
55.50 
35.24 
25.75 
4.77 
4.74 
5.47 
4.53 
4.19 
4.40 
5.65 
5.47 
5.05 
5.05 
5.32 
4.91 
5.41 
5.07 
5.16 
5.17 
13.23 
12.67 
16.58 
20.02 
14.33 
13.69 
16.03 
16.56 
17.95 
17.96 
1. 86 
18.44 
16.73 
1. 83 
12.23 
17.53 
Bl而には影響せず，利子率と貯蓄率の低下をもたらす（⑥）。
賃金税率 fwを2倍に引き上げれば当然ながら B/wLもそれだけ上昇し，
またB!Wも2倍になる。利子率はほとんど変らないが貯蓄率は低下する（⑦）。
基準ケースに 10彩の消費税率 t.を導入すると，年金財源の一部を退職世代も
担うようになるので労働世代の年金財源負担率 (Tw+T;/)/Bは澄6.24彩に低
下する。しかしそれは増税であるから労働世代の税負担率 CTw+T.')/wLが上
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昇し， Bl和も上昇する（⑧)。 これまで 30彩に固定されていた比例年金の平均
報酬比例率 bを引下げてもまた引き上げても， それは基礎年金部分の相殺的
き動きによって BIWを変えない。 さらに bの変更は利子率や貯蓄率に対し
てほとんど影響を与えない（⑨，⑩）。 nの低下がもつ利子率低下の作用と fwの
引き上げがもつ利子率上昇の作用によって利子率変化がどうであれ，貯蓄率に
対する影響は低下の方向で一致しているから， nの低下による年金状況の悪化
を fwの引き上げでカバーしても貯蓄率は低下する（⑪）。
消費税のもつ効果を抜出すために tw=Oとしてみよう。 まず消費税の利用
によって労働世代の税負担率引下げと年金状況の改善が同時に可能であること
が知られる（⑫)。消費税率の引き上げは利子率上昇と貯蓄率低下をもたらす
（⑫, ⑬）。 nの低下による人口の高齢化は消費税だけの場合労働世代の税負担
率を低下させるが． 経済の B/wLを上昇させる。賃金税のときと同じくそれ
は利子率と貯蓄率を共に低下させる（⑬，⑭）。賃金税だけのときには nの変化
によって労働世代の税負担率や年金財源負担率や年金財源負担率が変らなかっ
た。 しかし消費税下では nの低下によっていずれも低下する。両者の低下率
の差異によってマクロの所得分配比は年金受給者に有利となる（⑬，⑭）。 これ
と似てはいるが所得分配比が逆に労働世代に有利になるのは，消費税と賃金税
が併用されていた場合に賃金税をやめたときである（⑧，⑫）。また消費税が併
用されているときに nの低下が起これば， 先の消費税だけのときと同じ変化
がやはり生じることになる（⑧,⑮)。導入される消費税の税率水準の高低によ
る効果の差は，消費税率が高い方が，労働世代の税負担率が高くなり，労働世
代の年金財源負担率が低くなり，所得分配比が退職世代に有利になり，利子率
が高くなり，貯蓄率が下がることである（⑧,⑯)。
5. 消費，労働所得，年金プロファイルヘの効果
個人のライフ・サイクル計画の視点から年金制度を見てみよう。まず前述の
性質 (i)に関連して年金制度の収益率について調べよう。生涯を通してみれ
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ば賃金税と消費税の負担と引換えに年金給付を受けることから，賦課方式の年
金制度から意味される内部収益率アを次式で定義しよう。
Rゎw(t-a+i)L(t-a+i) D (tc/Xc)C;(t-a+i) 
:E 
i=l (1 +r) 
+:E 
i=l (1 +r) 
D B;(t-a+i) 
=:E 
i=R+l (1 +r) 
(2)と(9)から，世代と年齢の関係を示すU6l,U7lと同様に定帯状態では消費につい
ても
US) C;(t-a+i) = C;(i) (1 +g)t-a 
となっている。 U1J,US), U9)を用いて}の定義式は
R 
憂 (O)L;(O)(直）王窟C;(o)(冒）羞B1(0)(菖）i
となる。 また各期での年金財政収支の均衡条件 tww(t)L(t)+ (te/ Xe) C(t) = 
B(t)に期間と年齢の間の関係 w(t)La(t) =w(O)La(O) (1 +g)1, Ca(t) = Ca(O) 
(l+g)Iおよび Na(t)=Na(O) (1 +n)1を適用すれば
盈w(O)La(o)(土）乃点CaCO) (土）弘比(0)(土）a
となる。得られた両式を見比べて l+r=(l+n)(l+g)すなわち
r=n+g+ng 
と求められる2)。年金制度が意味する収益率は， nとg以外のパラメータた
とえば R,Dおよび税率 fw,fcとは無関係であるのに注意しよう。年金財源
として消費税が導入されたとしても， また賃金税の税率や比例年金の比例率 b
が変更されたとしても，上に定義された意味の年金制度がもつ収益率にはまっ
たく影響しない。 nの低下したがって人口の高齢化， また労働増大的な技術進
歩率 gの低下が年金制度の収益率を低下させるのである。
次に同期のクロス・セクションで見た定常状態の年金について触れておこ
‘” つ。 0世代の個人が得る労働所得は
R w。(O)w,エ(1+g)i I。(0) R 1 +r j 
j=l ー□互(1+J
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となる。ここでは M は(4)式中の
M=孟（土）｀＋羞(~)j
を表す。先のUS)は
Wa(t)=Wi。(O)(l+g/-a
のことである。補説に記した一般均衡利子率の計算方法から知られるように，
定常状態では利子率と共に一定となる B1(0)/w,,Ii。(0)/叫が連立方程式の解
として求められる。この事実と(13)より定常状態では
Ba(t)/w(t) =(B1(0)/w,) + (1 +g)—a(b/R) (Wi。(0)/w,)
が期間によらず一定となるのがわかる。図4は同期において各名齢 (a)にある
退職者が受取る基礎年金・比例年金および年金総額を，先のシミュレーション
における基準ケースについて描いたものである。同期に生存する退職者の年齢
が高いほど比例年金が少なくなるが，基礎年金は一定のままとなる。基準ケー
スの場合，各年齢層が受給する年金総額は賃金率の30%付近で緩やかに年齢と
共に下降する。図 5は観点を変えて横軸に同期の各退職者の労働所得 Wa(t)
をとって描かれている。年金受給者の過去の労働所得と共に比例年金は上昇
し， 基礎年金は変らない。 b=0.3の基準ケースでは年金総額一賃金率比が
30%付近で緩やかに上昇するのがわかる。
年疇
I 
0.20 
0.10 
4゜1 46 51 年齢
図4
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I 0.30 
年金総頷
0.20 I 
基礎年金
比例年金
〇.10I 
゜17 18 19 20 21 22 23 Wa/w 
図5
(9), U7J, US), 曲）より， 定常状態では世代の相違にかかわらず C1(t-a+i)/
w(t-a), w(t-a+i)L;(t-a+i)/w(t-a), B;(t-a+i)/w(t-a) が同じ年齢
プロファイルをもつようになる。すなわち消費，労働所得，年金の計画を各世
代の 0歳時における賃金率の倍数表示として規準化すれば，世代によるライフ
・サイクル計画の差異は解消してしまう。これらの具体的な大きさは次のよう
になる。
C;(t-aサ）=Io(O)叫 l+r; 
w(t-a) Mix, (戸-;) i=l, ・・・,D 
w(t-a+i)L;(t-a+i) Ii。CO)/w.l土'[j 
w(t-a) =(1 +g)l-XwM/aい） i=l, …,R 
B;(t-a+i) が(0) b R 
W(t-a) We 
= (l+g)i+ーエ[(l+g)i
Ri=l 
I。(0)/w.l+r j 
-XwM/a (戸P)] i=R+l, . , D 
図6は基準ケースでの消費・労働所得・年金総額のプロファイルを上式によっ
て生年時の賃金率の倍数で図示したものである。図 7は人口成長率が 0の場
合，図 8は10%の消費税を導入した場合となっている。これらの図を比較すれ
ば人口の高齢化と年金財源への消費税導入が個人のライフ・サイクル計画に与
える変化が一目瞭然となる。但し労働期の所得が労働所得だけではないし，退
職期の所得が年金だけでもないのに注意しよう。資産所得である利子所得を考
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盧していないからである。
注2)Seidman(p､219)が得たこの性質はここのモデルでも変っていない。
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6. 結び
年金財源の一部に消費税が含められたなら，人口の高齢化が年金状況および
経済の所得分配比や利子率・貯蓄率に与える効果はどのように変るだろうか。
この問題に対して賦課方式の退職年金モデルを構成して，その場合に生じる影
響を検討してみた。これを行うのに，世代間の所得再分配，および私的貯蓄の
代用としての年金制度という二つの基本的側面が明確に現れるように叙述を工
夫してみた。さらに，この両側面に対応した，同期で各世代の変数をみたクロ
ス・セクションと同世代で各期の変数を見たクイム・シリーズの両者に注意を
払うよう心掛けた。このような目的のために，個人のライフ・サイクル計画に
おける変数は，世代・時期・年齢という 3つの観点から区別されて表現され
た。
シミュレーションによって求められた一般均衡定常状態の変化のすぺてをこ
こで繰返すことはしない。主要なものだけを述ぺれば以下の点になろう。賃金
税（社会保険料）に加えて消費税を年金財源に含めることは，対労働所得でみた
労働世代の税負担率を引き上げ（増税だから）， 同時に年金給付に占める労働世
代の財源負担率を引下げる（退職者も消費税を納めるから）ことになる。この二つ
の効果の合成として，経済の労働世代と退職世代の間の年金所得・労働所得比
でとらえた所得分配比は，退職世代に有利なものとなる。人口成長率の低下，
死亡年齢の上昇によってもたらされる人口の高齢化は，このモデルでは労働人
ロ・退職人口比率の低下として表現された。それは平均年金額•平均労働所得
比率でみた給付率を悪化させることになる。高齢化の原因が人口成長率の低下
にある場合，利子率と貯蓄率が共に低下する。高齢化の原因が死亡年齢の上昇
にあるならば，利子率低下と貯蓄率上昇がもたらされる。いったん消費税が導
入されてしまえばその上での人口成長率の低下は，自動的に労働世代の税負担
率を引下げる効果を生じる。
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補説 一般均衡利子率の計算方法＇
U5lと共に非線形連立方程式体系を構成する諸式をまず計算しておく。 C(t)/
w(t)L(t)を(1),(2), (9), UO), U3)の関係を使って計算すれば
I。(0)/w.f(l+r r 
U9l 
C(t) M/xc i=1 (l+n)(l+g)(l+p) 
w(t)L(t) = t (上)I _Ii。(0)/w,t,(1 +r
i=1 l+n x,.M/a i=1 (l+n)(l+g)(l+p)) 
となる。 またこの式に現れる lo(O)を生涯資産の定義から求めると次のよう
になる。
R x,.w. (a) D Ba(a) 
(20) Ii。(0)=工
a=1(l +r江戸1(1 +r)0 
=x,.w点（氾）j嘩（益（氾）i
+[.!!_ f (汀J[wふ(1+g)i Ii。(0)R l+r 1 
R i=R+1 1 +r i=1 -―叫―)IJ ふ.M/a;=1l+p 
さらに 0期の年金総額 B(O)は
D D b R 
(21) B(O) =B1(0) :E [Na(O) + :E [Na(O)ー :Ew(-a+i)L;(-a+i)]
a=R+l a=R+l R i=l 
D l i =No(O)屁(0~ふに）+[No(O)斎虚
(c1+n/c1+g))'] 
R 
x[w.~(l+g)i I。(Q) R 1 +r i i=l ロー虚に） J 
となる。最後に各税の 0期における税収を求めると次のようになる。
R 
(2) T,.(O) =t,.w. ~Na(O)La(O) 
a=l 
=tぶ (O)w.試い）i -t,.No(O)紐 2_R 
i=1 l+n ~XwM/a•=1 
(l+r ; 
(1 +n)(l +g)(l +P)) 
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D 
(23) Tc(O) =[tc/Cl-tc)JエNa(O)Ca(O) 
a=l 
=t.No(O)砂渇( l+r )' 
M i=1 (l+n)(l+g)(l+P) 
所与の利子率に対して T(O)/w,=[T. (O) + T.(O)]/w,=B(O)/w, として秒(0)
/w、を求める。これを (20)に代入する。得られた I。(0)/w,を次に U9)に代入す
る。こうして得られた C/wLをU5lに代入して計算された利子率が初めに想定
された値に等しくなるまで，出発点とされた利子率の値を修正する。利子率の
収束値および対応する I。(0)/w., 131(0)/w、が求める一般均衡解である。労働
人口増加率や税率等のパラメータを変えて計算し直せば種々のケースに応じた
定常値が求められる。
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